

























































Study of developing a teaching program for a voter education from a junior high school to a high school: Based 
on developing a tentative lesson plan of a junior high school and a high school social studies in order to teach 
about the concept of vote
Toshinori KUWABARA
Division of Social Studies and Language Education, Graduate School of Education, Okayama University, 3-1-1 































































































































































































































































































































































































①「 世 代 別 投 票 率 の 推 移 」（ 公 益 財 団 法 人 明 る い 選 挙 推 進 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ：http://www.akaruisenkyo.or.
jp/070various/071syugi/693/　2016年５月６日閲覧）
②「社会保障を通じた世代別の受益と負担」内閣府経済社会総合研究所のホームページから：http://www.esri.go.jp/jp/
archive/e_dis/e_dis281/e_dis281.html　2016年５月６日閲覧）
③「投票を義務化している国の対策」（罰則規定等に関する記述）
④「投票に行かない理由」（公益財団法人明るい選挙推進協会ホームページの意識調査の結果から：http://www.
akaruisenkyo.or.jp/060project/066search/　2016年５月６日閲覧）
⑤「アイドルの総選挙の仕組み」（アイドルの総選挙に関するマス・メディアの報道から作成）
桑原　敏典
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教授書２： 高等学校公民科小単元「公正な選挙と
はどのようなものか―一票の格差を考
える―」
１．単元のねらい
　 　選挙におけるいわゆる「一票の格差」の問題を
考えることを通して，選挙における公平さの確保
の重要性を理解するとともに，議会制民主主義に
おける少数意見の尊重や代表のあり方について多
様な意見をふまえながら考察することができる。
２．到達目標
　① 公正な選挙を実現するためには，有権者が投じ
る票の価値に差があってはならないが，その一
票の重みに不平等が生じることを一票の格差と
いう。
　② 民主政治においては国民の意思を反映した政治
が求められるが，多数の横暴を防ぎ少数意見を
尊重することが必要である。
　③ 議会制民主主義において選挙で選ばれた議員に
ついては，地域の代表であるという見方と全国
民の代表であるという見方がある。
３．単元の展開
??
教師の指示・発問 教授学習過程
??
生徒の反応・獲得させたい知識
???????????????
・新聞の記事を配布し，記事に書かれ
ている内容を読むように指示する。
・一票の格差とは何か。
・一票の格差はなぜ問題なのか。
・選挙が公正に行われるためには何が
必要だと言えるか。
◎一票の格差を是正し，公正な選挙を
実現するためにはどうすればよい
か。
Ｔ：資料提示
Ｐ：資料読解
Ｔ：発問する
Ｐ：答える 
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
①
・一票の格差が是正されないまま実施された参議院
議員選挙は憲法違反であるとして，弁護士たちが
選挙の無効を訴える訴訟を起こしている。
・選挙において有権者が投じる一票の重みが，選挙
区によって異なること。不平等な選挙として問題
とされている。
・有権者数の多い選挙区ほど一票の価値が軽くなっ
てしまい，日本国憲法第 14 条に定められている法
の下の平等に反するから。
・一人ひとりの一票が平等に扱われ（平等選挙），国
民の意思が政治に反映されること。
（生徒の予想）
・選挙区の定数を是正する。
・人口に応じて選挙区の定数を変更する仕組みを作
る。???????????????????????
・一票の格差は，実際にはどうなって
いるのだろうか。
・一票の格差について，裁判所はどの
ような判断をしているのだろうか。
・衆議院と参議院で違憲状態の判断が
異なっているのはなぜだろう。
・そもそも，選挙区が都道府県単位で
設定されているのはなぜだろう。
・都道府県の境界に関係なく選挙区を
割当てることは許されるだろうか。
Ｔ：資料提示
Ｐ：資料読解
Ｔ：資料提示
Ｐ：資料読解
Ｔ：説明する
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
②
③
・2013 年３月の時点で，人口が最少なところは宮城
５区であった。それとの格差が２倍を越える選挙
区は全国で９つあった。
・衆議院と参議院では異なる判断をしている。衆議院
では３倍を越えると違憲判決が出されている。一
方，参議院では６倍を越えると違憲判決が出され
ている。しかし，近年は衆議院では２倍，参議院
では５倍を越えると違憲状態という判断がなされ
るようになった。
・２院制のもとでは，衆議院の優越が憲法で定めら
れており，参議院については衆議院ほど厳密に法
の下の平等が適用されないと判断されていると思
われる。
・都道府県が政治的な一つのまとまりとして機能し
ているから。人々が，都道府県を単位として歴史的，
社会的にも一つのまとまりとして暮らしてきたか
ら。
・都道府県が政治的な単位として機能しているなら
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・一票の格差の是正がなかなかなされ
ないのはなぜか。
・格差を是正し，人口比に応じて議員
が選ばれるようになれば，公正な選
挙が実現するだろうか。地方の代表
としての国会議員の役割ふまえた時
に，問題は生じないか。
・有権者の法の下の平等という観点か
ら考えると，公正な選挙を実現する
ための仕組みが満たすべき条件とは
何か。
・選出される議員の役割という観点か
ら考えると，公正な選挙を実現する
ための仕組みが満たすべき条件とは
何か。
Ｔ：説明する
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
　ば，それを無視して代表を選ぶことには問題があ
る。国会議員には地方の代表という役割もある。
・選挙区の区割りを変更したり，定数を是正したり
することは，政党や議員の利害が関わるため調整
が難しくなっている。
・人口比に応じて定数を配分すると，人口密集地であ
る大都市から多くの議員が選出されることになる。
　大都市に住む多数の国民の意見は政治に反映され
やすくなるが，地方の少数意見は軽んじられる恐
れがある。
・法の下の平等の観点から，有権者の一票の価値に
著しい差があることは望ましくない。しかし，選
挙を通じて，多数者の意思だけが政治に反映され
るようになることは問題である。民主政治におけ
る決定には，少数者の意思が尊重されることが前
提となっている。
・議員には全国民の代表という性格と，選出される
それぞれの地域の代表という性格がある。全国民
の利益のために行動することが求められる一方で，
選出された地域の利益を実現するために行動する
ことも求められる。議員の役割として何を求める
かによって，選挙の仕組みは変わってくる。????????????????????????
・有権者と選出される議員の両方の観
点から，一票の格差の問題を解決し
公正な選挙を実現する方法を考えて
みよう。どのような観点を設定でき
るだろうか。
・より公正な選挙の仕組みを考えるた
めに，日本の現行の選挙区制度と，
日本と同様に公選される議員からな
る二院制を採用している米国の選挙
区制度を検討してみよう。
　ア）日本の衆議院議員選挙の場合
　イ）日本の参議院議員選挙の場合
　ウ）米国の下院の場合
　エ）米国の上院の場合
・現行の日本の選挙制度をより公正な
ものとするためには，どのようにす
ればよいだろうか。次の選択肢それ
ぞれのメリットやデメリットをふま
えたうえで，どのように制度を変更
すべきかを考えてみよう。
　最善と考える選択肢を選び，その理
由を述べなさい。
　Ａ ．現行の制度のまま，できるだけ
早く区割りや定数を是正し，一票
の格差を解消する。
　Ｂ ．米国の上院と下院のように衆議
院と参議院の性格の違いが明確に
なるような仕組みに変更する。
　Ｃ ．都道府県にこだわらず，選挙区
を設定して一票の格差が限りなく
０に近くなるようにする。
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
Ｔ：発問する
Ｐ：答える
・観点１： 有権者の意思の平等な反映か，少数の意
思の尊重か
　観点２：全国民の代表か，地域の代表か
・それぞれの選挙区の仕組みをふまえて検討する。
　ア ）衆議院議員選挙は小選挙区比例代表並立制が
とられている。
　イ ）参議院議員選挙は選挙区選挙と比例代表制が
組み合わせられている。
　ウ ）小選挙区制
　エ ）各州から２人選出
　　米国においては，上院は各州に２人割り当てら
れており，州の代表という性格が強い。日本の場
合は，衆議院と参議院の違いが明確ではなく，また，
衆議院では小選挙区と比例代表の並立制がとられ
ていることから結果的に選出される議員の性格に
際立った違いを見出しにくくなっている。
・選択肢Ａについて
　メリット：制度を大きく変えることなく，区割り
や定数の見直しによって一票の格差を解消し，公
正な選挙を実現することができる。
　デメリット：大都市を抱える都道府県から多数の
議員が選出される一方で，人口の少ない都道府県
から選出される議員の数は少なくなり地方の意思
が政治に反映されにくくなる。
　選択肢Ｂについて
　メリット：人口に比例して定数が配分される議院
では一票の格差を解消し国民の代表を選手するこ
とができる一方で，人口に関係なく一定数が配分
される議院では地方の代表が選出され，地方の意
思を政治に反映することができる。
　デメリット：米国の州と日本の都道府県は歴史的
経緯や与えられている権限も異なり，都道府県が
国から独立して実行できることは限られているの
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・自分の選択を発表するとともに，他
の人の意見も聞いて，どれがよいか話
し合ってみよう。
Ｔ：指示する
Ｐ：話し合う
　で地方の代表を選出する意義は小さい。また，地
方への利益誘導型政治が行われる可能性もある。
　選択肢Ｃについて
　メリット：一票の格差の是正が，都道府県の境界
という制約があるＡよりも確実にでき法の下の平
等が実現できる。全国民の代表を選出するという
面が強くなり，地域の利益にこだわらない政治が
できる。
　デメリット：地域とのつながりの薄い候補者から
代表を選択しなければならなくなる可能性もあり，
投票がやり難くなる。
　地方の意思を国政に反映させることが難しくなる。
（・話し合う）
??
?????????????????????
・ 本時の選挙の学習をふまえて，もし，
日本において総理大臣を直接選挙で
選ぶとしたらどのような仕組みがよ
いか考えてみよう。
・グループごとに考えた仕組みを報告
し，それぞれの仕組みについて下記
の観点から評価してみよう。
　ａ ．国民の意思を正確に反映するか
　ｂ ．少数の意思も反映することがで
きるか
　ｃ ．地域の利益を政治に反映させる
ことはできるか。
　ｄ ．全国民の利益を考えて行動でき
る代表を選ぶことができるか。
・総理大臣を直接選挙で選ぶ仕組みに
ついてクラスの案をまとめよう。
Ｔ：指示する
Ｐ：考える
Ｔ：指示する
Ｐ ：報告し，評
価する。
Ｔ：指示する
Ｐ：話し合う
（・各自考える）
（・報告し，互いに評価する）
（・話し合う）
《配布資料》
①「一票の格差で選挙無効求め提訴」（2013年７月26日新聞記事）
②「衆議院選挙区の一票の格差」（2013年８月29日新聞記事）
③「一票の格差についての最高裁判例」（裁判の結果に関する報道記事より作成）
Ⅳ．おわりに
　本稿では，小中高一貫の有権者教育プログラム開
発の方法について，中学校社会科及び高等学校公民
科の教授書開発を通して具体的に明らかにした。
　従来のような政治的な概念の体系的・系統的配置
を軸にしたカリキュラムではなく，子どもの発達段
階をふまえたカリキュラム・フレームワークの開発
をふまえた単元開発に取り組んだことが本研究の独
自性である。
　今回，取り上げた「選挙」概念移管する単元以外
の成果ついては，別の機会に紹介することとしたい。
［注］
１）本研究は，筆者が研究代表者をつとめた科学研
究費助成事業（学術研究助成基金助成金）基盤研
究（Ｂ）課題番号23330262「社会系教科におけ
る発達段階をふまえた小中高一貫有権者教育プロ
グラムの開発研究」（平成23 ～ 25年度）の成果
の一部である。現在，その研究は，同じく筆者が
研究代表をつとめている科学研究費助成事業（学
術研究助成基金助成金）基盤研究（Ｂ）課題番号
26285200「地域づくりの担い手育成を目指した社
会科主権者教育プログラムの開発・実践」に引き
継がれている（研究分担者：工藤文三（大阪体育
大学），棚橋健治（広島大学），谷田部玲生（桐蔭
横浜大学），小山茂喜（信州大学），吉村功太郎（宮
崎大学），中原朋生（川崎医療短期大学），鴛原進
（愛媛大学），永田忠道（広島大学），橋本康弘（広
島大学），渡部竜也（東京学芸大学），釜本健司（新
潟大学））。
２）この調査については，下記の文献にて報告を行っ
ている。
　・桑原敏典「小中高一貫有権者教育プログラムの
開発研究（第２回）」公益財団法人明るい選挙推
進協会『Voters』№22，2014年，pp.22-23．
３）カリキュラム・フレームワークについての報告
は，既に下記の文献で行っている。
　・桑原敏典「小中高一貫有権者教育プログラムの
小中高一貫有権者教育プログラム開発の方法（２）
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開発研究（第３回）」公益財団法人明るい選挙推
進協会『Voters』№23，2015年，pp.20−21．
　・桑原敏典他「小中高一貫有権者教育プログラム
開発の方法（１）―「選挙」をテーマとする小学
校社会科の単元の開発を通して―」『岡山大学教
師教育開発センター紀要』第５号，2015年３月，
pp.93−100．

